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国土交通省における

温暖化対策技術の

研究開発への取り組み

総合科学技術会議 重点分野別推進戦略専門調査会
環境研究開発推進ＰＴ 第１回温暖化対策技術調査検討ＷＧ会合

平成１７年６月２２日（水）
国土交通省
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１．環境問題に関する
研究開発の基本的な考え方

• 国土交通省の環境政策に関する基本認識
– 社会資本整備や交通政策等における環境の保全と創出の重要性

– 環境基本計画の目指す持続可能な社会の実現に向けた政策の推進

⇒ 循環型社会の構築、地球温暖化対策、自然環境の再生、大気汚染問題等への対応

「国土交通技術会議」における提言
－課題解決型の技術開発を通じて、国民のくらしに還元する

☆ 環境負荷の小さい地域社会を形成するための技術

→資源・エネルギー循環、自然資源の有効活用

→環境低負荷型の都市・交通・輸送

☆ 自然環境・都市環境を再生するための技術

→水・循環の健全化、生態系回復

→大気・土壌・水質・海洋汚染防止 2



２．温暖化対策技術に関する研究開発

【主な研究開発の例】

(1) 持続可能な社会構築を目指した建築性能評価・対策技術の開発

(2) 既存住宅の省エネルギー性能向上支援技術に関する研究

(3) 温暖化対策に資するエネルギー地域自立型実証研究

(4) 二酸化炭素排出抑制のための新エネルギーシステムならびにその
住宅・建築への最適化技術の開発

(5) 次世代低公害車の開発・実用化促進

(6) 次世代内航船（スーパーエコシップ）の研究開発

(7) 洋上風力発電に係る研究

etc.
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持続可能な社会構築を目指した建築性能評価・対策技術の開発持続可能な社会構築を目指した建築性能評価・対策技術の開発

①建築物のライフサイクルを通じたCO2と
廃棄物の排出負荷量の算出・評価技術

②排出負荷低減のための最適な技術選択を
可能とする設計支援システム

③CO2と廃棄物の排出負荷低減を両立させる
対策技術ライブラリ

④技術普及のための環境性能向上ガイドライン

実施期間：平成１６年度～１８年度

平成１７年度予算 １６４百万円
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Ⅰ. ＣＯ２ ･廃棄物の排出負荷の算出・評価技術の開発
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Ⅲ.環境性能向上対策技術の開発Ⅱ.設計支援システムの開発

（要素技術）

（システム技術）
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設計・計画段階における最適な
技術選択の情報活用手法の提案

Ⅳ.建築物環境性能向上ガイドライン

評価データの提供

建築物の建設時における誘導・指導のための評価手法・技術基準の活用

 

使用 

リサイクル

燃料電池
など 開口部

資源循環材料・部材

新エネルギー、
IT利用技術

「環境負荷積算」の確立のための手法標準と評価データの整備

環境負荷評価
のためのデータ
拡充・整備

構成材の資源
インベントリ
作成のルール化

環境性能向上、排出負荷低減のための
技術資料（技術ライブラリ）の整備

CADと連動する負荷量算出システム 改善効果
の予測

開発ポイントの提示

改善手段
の提示

建築主、事業主体への環境性能向上技術普及
持続可能な社会の構築

環境影響の少ない建築物の普及

建築ストック全体の環境影響の最小化
を図ることを目的に、主に非木造建築物
（事務所、マンションなどのビル系建築
物、戸建て住宅以外）を対象として以下
の技術開発を行う。
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既存住宅の省エネルギー性能向上支援技術に関する研究既存住宅の省エネルギー性能向上支援技術に関する研究

5000万戸近く存在すると言われる既存住宅の省エネルギー性能向上を目標とする。
断熱性能向上、給湯･暖冷房設備の省エネルギー化等に関する実効性評価情報の取得
及び諸技術の設計最適化方法の開発、住宅実務者及び施主向けの情報の整備を行う。

実施期間：平成１７年度～１９年度 平成１７年度予算 ４５百万円

躯体熱損失係数の現場計測、断熱欠損部位特定に係る計測手法

室内外の温度差、外界条件（風速、日射、夜間放射・・）などの
影響をあらかじめよく調査して、診断の手順を明確にしておく

必要がある。

一見普通の壁でも、サーモカメラでみると

熱の逃げ道（断熱欠損）が明らかに！

グラスウールでしっかりと
断熱したつもりでも・・・

たるんだり、ずり落ちたりして
断熱欠損を生じることが・・・

効率の高い改修の流れのイメージ

省エネルギーリフォームの
技術・コンサルティング体系

支援諸制度
・中古住宅の性能表示

・公的基準類

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ手法
・地域性やﾗｲﾌｽﾀｲﾙ

・快適性希求度

・費用対効果

環境・設備技術
・消費エネルギー効率改善

・室内空気質

・室内温熱環境

・自然エネルギー利用設備

・遮音

材料・構造技術
・施工技術

・耐久性維持

・耐震性

断熱強化

5000 万戸の
ストック住宅

改修後の住宅
構造強化

室内空気質 対策

効果的な
改修・施工
所有者の満足度
が高く投資効果
が高い改修

高効率設備

既存住宅を含めた総合
的な省エネルギー性向
上は不可欠であるが、
施主の安心信頼と中小
業者のサポートが必要。

・CO 2排出量の削減

・ランニングコストの低減

・住宅の長寿命化

・室内環境の向上

・環境負荷の低減

社会的要求と所有
者の要求は必ずし
も一致しない

社会的要求と所有
者の利益が高水準
で一致

○△

自然エネルギー
の有効利用化
たとえば …
通風、太陽光発電、
太陽熱温水器、
昼光利用

5



地球温暖化対策に資するエネルギー地域自立型実証研究地球温暖化対策に資するエネルギー地域自立型実証研究

平成15年度から、別海資源循環試験施設を活用し、バイオマスを水素エネルギーに変換、
貯蔵し、CO2の削減を図るとともに、需要に応じた効率的なエネルギー利用を行うための実
証研究を実施。

実施期間：平成１５年度～１７年度 平成１７年度予算 運営費交付金１，７６０百万円の内数

圃場還元

家畜ふん尿

食品系廃棄物

バイオマスの
受け入れ

【別海資源循環試験施設】
大規模集中型(乳牛1000頭規模))

ガスエンジン発電機

バイオガスの余剰分を水素エネ
ルギーとして貯蔵

需要に応じて、必要な電力・熱を
燃料電池により供給

温室加温

プラント運営
電気、熱

発酵槽

バイオガス

余剰分不足分

バイオガスの
エネルギー利用

堆肥・液肥

ガスボイラー
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メタン改質・水素貯蔵・水素発生プラント、燃料電池


